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Ⅰ　はじめに

１．概　　要

最終需要データから，産業連関表に基づいて生産誘発額を計算することで，

経済波及効果を分析する。

本稿では，最終需要データの変動を許す確率構造を導入することで，需要

予測，過去のデータや不確定データを確率分布で近似する。それによって，

生産誘発額の区間推定，平均，分散，その他の統計量に基づいた分析が可能

となる。

文部科学省では，大学の地域経済波及効果について４つの大学（弘前大学，

三重大学，群馬大学，山口大学）の分析を行っている（㈶日本経済研究所 
［２００７］）。そこで，金沢大学の地域経済波及効果分析を行う中で，本稿で提案

した確率変動を含む産業連関分析を試みた。

平成２３年度金沢大学財務諸表から得られた金沢大学の経常費用について，

先行研究（㈶日本経済研究所［２００７］）を参考に金沢大学の支出から域外（県外）
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に流出する海外旅費，実際の経費として考慮しない減価償却費や租税公課等

の対象外費用を差し引き，教育・研究活動における消費，教職員・学生の消

費，大学病院来訪者の消費，大学来訪者の消費を算出した。そして，それら

の支出のうち県外流出分を減じた金沢市内への支出，石川県内（金沢市内含

む）への支出を域内最終需要として設定し，経済波及効果の分析を行った。

２．確率変動のモデリング

本稿の産業連関分析において，経済波及効果の算定式は，

ここで，A：n╳n 投入係数行列，f：n╳１ 最終需要ベクトル，M：n╳n 輸入係数
行列，I：n╳n 単位行列，xは求めたいn╳１生産誘発額ベクトルである。
最終需要は過去からのデータや情報によって必ずしも確定できるものでは

なく，むしろ確率的に変動を考慮すべき場合も多い。そこで，いくつかの確

率変動のモデルを考える。

以降，簡単のために

と略す，ここで，B＝［I－（I－M）A］－１である。

敢　正規変動型

最終需要ベクトルfがn次元多変量正規分布N（µ, Λ）に従うと仮定する。

（a）すべての変数が確率的に変動するとき，生産額ベクトルは

に従う。

（b）fの一部が与えられたとき
f'＝（f '１：f '２），条件f１＝f（１）が与えられたとき，

x = [I − (I − M)A]−1f

x = Bf

X ~ N(Bμ, BΛB )
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ここで　　　　　　なる分割行列，　　　　　　　　　としたとき，

　　　　　　　　　 で与えられる。

柑　比率変動型

最終需要ベクトルの要素が，ある比率で掛けられる場合，本稿で，fj 　 α fj
（αは比率を表わす確率変数）とし，確率変数αを三角分布，ワイブル分布，

ベータ分布によってモデル化する。

本稿では過去のデータから変動がある項目については，確率変数として取

り扱った。平均消費性向は過去のデータを用いてワイブル分布を決定した。

教育・研究活動の支出のうち，市内への支出比率は三角分布を仮定し，県内

への支出比率は異なる三角分布を仮定した。大学病院への来訪者の交通費に

ついては，ベータ分布を用いた。

本稿の金沢大学の事例分析では，敢の正規変数型の一部が与えられた場合は

用いていない。データの構造から，歪度，尖度を適合できる。ベータ分布を用

い，柑の比率変数型と組み合わせた確率変動を含む産業連関分析を試みている。

産業連関分析において，敢の正規変動型のような解析的に陽な表現は稀な

ことである。ほとんどの場合，解析的な表現を得ることは困難であり，シミュ

レーションによる分析が有効な方法である。

過去の情報，あるいは不確定な情報から最終需要ベクトルを設定するため

に確率分布を導入することで，生産誘発額や総合効果の信頼区間が推定でき，

これまでよりも新しい知見が得られる可能性がある。言い換えると，様々な前

提条件の変動や予測値に基づく産業連関のシミュレーション分析が可能となる。

Ⅱ　金沢大学の経済効果の分類と範囲

１．経済効果の分類

金沢大学が支出する費用，また立地することで発生する消費を以下の４つ

[ 　　　　　　　　　   ]X|f1 =  f (1) ~ N B11f
(1)+B12μ2 B12 Σ 22・1 B’12 B12 Σ 22・1 B’22

B22 Σ 22・1 B’12 B22 Σ 22・1 B’22B21f
(1)+B22μ2

[　　　　　　  ](  　　 ),
B = [       ]B11 B12

B21 B22
Σ = BΛB’= [        ]Σ11 

Σ21 
Σ12 
Σ22 

Σ22・1 = Σ22－Σ21Σ11Σ12
－1
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に大別し，経済波及効果の分析を行った。

敢　教育・研究活動による効果

大学における教育・研究活動の過程で必要な書籍や資材，機器等の購入の

ために支出される費用，諸施設の整備・維持費等が需要を生み出し，地域に

新たな生産を喚起する。

柑　教職員・学生の消費による効果

金沢大学で働く教職員や，研究活動に従事する学生が大学の周辺地域に居

住することにより生まれる飲食・交通・娯楽等の消費が市内・県内に新たな

需要を生み出す。

なお，金沢大学の附属学校に通う学生の消費は教職員・学生の消費に含ま

ないこととする。なぜならば，中高生以下の年齢の学生はほぼ完全な被扶養

者であるため，消費活動も極めて限られるからである。

桓　大学病院への来訪者消費による効果

大学病院への外来患者の薬購入費及び交通費，見舞い客の交通費と土産物

購入費が地域に新たな需要を生み出し，地域の生産を喚起する。

棺　大学来訪者の消費による効果

大学やその関連施設で行われる学会やオープンキャンパスへの来訪者の交

通や飲食における消費が需要を喚起し，地域の生産を高める。

２．経費の設定条件

金沢大学の平成２３年度財務諸表より各直接効果に対応する費用を整理する

と表３－１の通りである。損益計算書の経常費用並びに科学研究費補助金等

の競争的資金のうち人件費に相当する費用は学生・教職員の消費による効果

に，それ以外の費用は教育・研究活動による効果に対応する。租税公課，減

価償却費及び海外旅費等については経済波及効果の計算対象外とする。
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３．経済波及効果の範囲

上記の支出額を最終需要とし，産業分類別の生産誘発額を求めるに当たり，

平成１７年度石川県産業連関表（１０７部門表）を用いる。

なお，域内最終需要額により誘発される生産額を「直接効果」，直接効果に

より生じる需要を満たす過程で誘発される生産額を「第１次間接波及効果」，

直接効果と第１次間接波及効果によりもたらされる需要に必要な生産を行う

過程で発生した雇用者所得から支出される消費者需要を満たすために必要な

生産を誘発する効果を「第２次間接波及効果」とする。

原則として新たに誘発される生産額が０になるまで経済波及効果を求める

ことが可能ではあるが，本研究では直接効果，第１次間接波及効果及び第２

次間接波及効果までを算出し，合算して「総合効果」とした。

Ⅲ　金沢大学の経済波及効果の整理

１．教育・研究活動における支出の経済波及効果

金沢大学が教育・研究に支出する金額のうち域内（市内・県内）への支出を

E（C－D）
対象経費

D
対象外経費

C（A－B）
人件費除く費用

B
うち人件費

A
金額

項目

１,７５３,５０４,８９０３６４,２５２,６７４２,１１７,７５７,５６４９５,０５９,１２２２,２１２,８１６,６８６教 育 経 費

業務費用

経常費用

２,１３１,６１５,８３３９１２,９１４,３４７３,０４４,５３０,１８０５９,６６２,１２９３,１０４,１９２,３０９研 究 経 費

１１,８５９,３１０,９３０３,２９４,７２８,０３３１５,１５４,０３８,９６３６,２６０,９６２１５,１６０,２９９,９２５診 療 経 費

２５７,８５３,４５６１６３,３４６,４５３４２１,１９９,９０９２,３６４,２４０４２３,５６４,１４９教育研究支援経費

７７２,４８７,７６９３２１,９０７,９４０１,０９４,３９５,７０９１９９,５２５,１２８１,２９３,９２０,８３７受託研究費

１０８,２８２,８８６２４,７０４,３０４１３２,９８７,１９０２０,４４６,２４５１５３,４３３,４３５受託事業費

００１６５,８２９,４３９１６５,８２９,４３９役員人件費

人件費 ００１２,４９６,４４９,２９８１２,４９６,４４９,２９８教員人件費

００１１,１７１,８４３,０７１１１,１７１,８４３,０７１職員人件費

１,７３７,３１５,５５８２５５,７９０,５３４１,９９３,１０６,０９２１７,３６２,３１６２,０１０,４６８,４０８一般管理費

６４６,４５６,９７８６４６,４５６,９７８６４６,４５６,９７８財務費用

２４,６４１,３７８２４,６４１,３７８２４,６４１,３７８雑　　損

１９,２９１,４６９,６７８５,３３７,６４４,２８５２４,６２９,１１３,９６３２４,２３４,８０１,９５０４８,８６３,９１５,９１３合　　計

対 象 経 費対象外経費人件費除く費用科研費内謝金執　行　額予　算　額
科研費

１,６２８,４５９,７７２０１,６２８,４５９,７７２７６,６４９,６９１１,７０５,１０９,４６３１,７７２,５９６,０６３

表３－１　平成２３年度　金沢大学経常費用概要

単位：円
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各部門に分類し，それを域内最終需要とした。各産業への支出に関しては金

沢大学のデータがないため，山口大学の各部門への支出の比率を用いて按分

計算を行った。

教育・研究活動における域内最終需要額の計算式

敢　対象経費の設定

教育・研究活動に関わる費用から人件費相当分，対象外経費を除いた経常

費用の対象経費は１９,２９１百万円，科学研究費補助金等の競争的資金のうちの
対象経費は１,６２８百万円であった。

柑　対象経費の地域別内訳

域内（市内・県内）への支出額の比率をもとに，対象経費の市内・県内最終

需要額合計を設定し，産業連関表の１０７項目に沿って域内最終需要の産業分類

を行った。表３－３の通り教育・研究における対象経費の８割以上が金沢市

内で消費されている。

金沢大学の教育関連支出の総額＊域内支出比率＊山口大学の各部門への支出の比率

対 象 経 費金　　　額項　　　目

１,７５３,５０４,８９０２,２１２,８１６,６８６教 育 経 費

業務費用

経常費用

２,１３１,６１５,８３３３,１０４,１９２,３０９研 究 経 費

１１,８５９,３１０,９３０１５,１６０,２９９,９２５診 療 経 費

２５７,８５３,４５６４２３,５６４,１４９教育研究支援経費

７７２,４８７,７６９１,２９３,９２０,８３７受 託 研 究 費

１０８,２８２,８８６１５３,４３３,４３５受 託 事 業 費

０１６５,８２９,４３９役 員 人 件 費

人 件 費 ０１２,４９６,４４９,２９８教 員 人 件 費

０１１,１７１,８４３,０７１職 員 人 件 費

１,７３７,３１５,５５８２,０１０,４６８,４０８一般管理費

６４６,４５６,９７８６４６,４５６,９７８財 務 費 用

２４,６４１,３７８２４,６４１,３７８雑　　　損

１９,２９１,４６９,６７８４８,８６３,９１５,９１３合　　　計

対 象 経 費執　行　額予　算　額
科　研　費

１,６２８,４５９,７７２１,７０５,１０９,４６３１,７７２,５９６,０６３

表３－２　教育・研究活動費用 対象経費

単位：円
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平成２３年度金沢大学の科学研究補助金等の競争的資金（以下，科研費とす

る）の地域別内訳は表３－４のとおりである。構成比については教育・研究活

動における費用の対象経費の市内・県内割合と同率とした。

桓　分布の設定

教育・研究における活動による支出の市内への支出割合は上記のとおり

８１.７％であった。しかし，実際には教育・研究に必要な資材の購入先が変わ
ることも考えられる。そこで，市内への支出割合に±約５％の変動を仮定し，
図３－１のような最小値０.７６，最頻値０.８１７，最大値０.８８の三角分布を用いて，
経済波及効果の計算を行った。

合　　計県　　外県内（市内含む）市　　内

１９,２９１,４６９,６７８３,０７４,１２０,７７２１６,２１７,３４８,９０６１５,７６９,５９６,３０６金　額（円）

１.００００.１５９０.８４１０.８１７構　成　比

表３－３　対象経費内訳（地域別）

合　　計県　　外県内（市内含む）市　　内

１,６２８,４５９,７７２２５９,４９７,１８２１,３６８,９６２,５９０１,３３１,１６６,２４３金　額（円）

１.００００.１５９０.８４１０.８１７構　成　比

表３－４　科研費の地域別構成比

図３－１　市内支出割合の分布の設定



金沢大学経済論集　第３４巻第２号　　２０１４.３

－３５４－

同様に，県内への支出割合に±約６％の変動を仮定し，図３－２のような
最小値０.７８，最頻値０.８４，最大値０.９０の三角分布を用いて，経済波及効果の計
算を行った。

棺　域内最終需要の設定

上記の対象経費と科研費の支出を合計した市内最終需要額１７,１００百万円，
県内最終需要額１７,５８６百万円を産業分類別に振り分けた。域内最終需要額の
詳細は付表に示す。

２．教職員・学生の消費の設定

敢　教職員の消費の設定

金沢大学に勤める教職員の消費が地域に与える効果を算定する。金沢大学

の財務データのうち役員人件費，教員人件費，職員人件費に加え，受託研究費・

受託事業費の人件費相当分，科学研究補助金等の競争的資金の謝金分を対象

とする。

教職員の人件費と他の経常費用の人件費相当分の合計は約２４,２３４百万円，
科研費の内の謝金相当額は約７６百万円となった。

次に，教職員の所得を市内発生分と県内発生分に分ける。なお，受託研究費・

図３－２　県内支出割合の分布
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受託事業費の人件費相当分と科学研究補助金等の競争的資金の謝金は市内で

発生した所得とする。

教職員が得た所得から消費に支出する金額は，金沢市の平均消費性向を教

職員の所得の総額に乗じて算出し，最終消費の産業分類は石川県産業連関表

の各部門の「民間消費支出」を民間消費支出の総額で除した「民間消費支出係

数」を総消費額に乗じることで設定した。

教職員による消費の計算式

消費性向は平成２３年度「金沢市の家計調査結果」のデータをもとに設定した。

柑　分布の設定

金沢市の平均消費性向の傾向を反映させるため，１９８９年以降の金沢市家計

調査の平均消費性向のデータを用いて分布適合（パラメータの決定）を行い，

うち人件費金　　額項　　目

９５,０５９,１２２２,２１２,８１６,６８６教 育 経 費

業務費用

経常費用

５９,６６２,１２９３,１０４,１９２,３０９研 究 経 費

６,２６０,９６２１５,１６０,２９９,９２５診 療 経 費

２,３６４,２４０４２３,５６４,１４９教育研究支援経費

１９９,５２５,１２８１,２９３,９２０,８３７受 託 研 究 費

２０,４４６,２４５１５３,４３３,４３５受 託 事 業 費

１６５,８２９,４３９１６５,８２９,４３９役 員 人 件 費

人件費 １２,４９６,４４９,２９８１２,４９６,４４９,２９８教 員 人 件 費

１１,１７１,８４３,０７１１１,１７１,８４３,０７１職 員 人 件 費

１７,３６２,３１６２,０１０,４６８,４０８一般管理費

６４６,４５６,９７８財 務 費 用

２４,６４１,３７８雑　　　損

２４,２３４,８０１,９５０４８,８６３,９１５,９１３合　　　計

科研費内謝金執行額予　算　額
科　研　費

７６,６４９,６９１１,７０５,１０９,４６３１,７７２,５９６,０６３

表３－５　経常費用（人件費相当分）

人件費╳消費性向╳民間消費支出係数

平均消費性向＝０.７３９

単位：円
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図３－３のようなワイブル分布を用いた。過去のデータから平均消費性向の

最小値を０.５７８とした。

桓　域内最終需要の設定

教職員の消費先については，「消費者購買動向調査報告書平成１４年度調査」

を利用して地元購買率を設定し，市内・県内での最終需要額を算出した（表

３－６）。域内最終需要額の詳細は付表に示す。

なお，産業連関表による自給率が１００％もしくは０％の産業及び電力，ガス

等のインフラについては，地域における産業の特性を鑑み産業連関表の自給

率を活用した。

鉄道輸送，貨物等の項目については，市内・県内の自給率を同率の５０％に

設定し，その他の項目には地元購買率の平均値を適用した。

３．学生の消費

自宅，自宅外の２つの居住形態に応じて学生一人当たりの年間消費単価を

設定し，それに学生数を乗じることで学生の年間消費総額を算出した。居住

形態別学生数，消費単価は共に金沢大学学生部が行なった「２０１１年度金沢大学

学生生活実態調査」をもとに計算した。

図３－３　平均消費性向の分布の設定
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敢　居住形態別学生数

前述の資料より得られた自宅生と自宅外生の比率を学生数に乗じることで

居住形態別学生数を算出した（表３－７）。

産業分類上の対応県内（％）市内（％）各商品

９６.４８４.５呉服・反物・寝具

９７.７８１.０紳士服

９７.３８６.４婦人服

９７.７８０.２子供服・ベビー服

９７.７８２.７シャツ・下着類

衣服・その他の繊維既製品９７.４８３.０衣服平均

９８.８８９.２食料品

９８.７８９.２一般食料品（菓子パンを含む）

食料品・飲料品９８.７８９.２食料品平均

なめし革・毛皮・同製品９７.２８７.３靴・カバン

精密機械９７.５８９.８時計・メガネ・カメラ

民生用電気機械９８.７８４.４電気器具

繊維工業製品，家具・装備品９８.０７１.７家具・インテリア

出版・印刷，事務用品９８.７８５.９書籍・文具

医薬品，科学最終製品９７.６８８.１医薬品・化粧品

その他の金属品，陶磁器９８.３８５.８日用雑貨（荒物・金物・陶器）

耕種農業，畜産，農業サービス，漁業９８.７８９.２生鮮食品（青果・精肉・鮮魚）

飲食店９８.１８９.８飲食・喫茶

その他の分類の産業９７.８８５.７平　均

金属鉱物，石炭・石油・天然ガス，石油化学基礎製品，

石油製品，銑鉄・粗鋼，非鉄金属製錬・精製，乗用車，

その他の自動車，再生資源回収・加工処理，建築，建設

補修，公共事業，その他の土木建設，電力，ガス・熱供

給，水道，廃棄物処理，金融・保険，住宅賃貸料，住宅

賃貸料（帰属家賃），放送，公務，教育，医療・保険，社

会保障，介護，その他の公共サービス，自動車・機械修

理，事務用品

産業連関表から設定（市内・県内同率）

鉄道輸送，道路輸送，水運，航空輸送，貨物利用輸送，

倉庫
市内，県内ともに５０％に設定　　　　

表３－６　地元購買率の設定

比　率学生数（人）

０.２５２,６７３自　宅

０.７５８,０１８自宅外

１１０,６９１合　計

表３－７　居住形態別学生数
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柑　学生の消費

学生の消費に関しても同じく前述の資料より得られた居住形態別の学生の

１ヶ月の支出をもとに設定した。

桓　域内最終需要の設定

先行研究の山口大学の事例に従い，消費額の内訳と産業分類を行った。域

内最終需要額の詳細については付表に示す。

４．大学病院への外来患者・見舞い客の消費

敢　外来患者数・見舞い客数の設定

平成２３年に金沢大学附属病院に訪れた外来患者は３８０,１９７人，入院延べ患者
は２７３,０６８人，推計見舞い客数は１８２,０４５人であった。なお，見舞客数は先行研
究に従い入院延べ患者数の２/３に設定している。また，外来患者の約９割は
県内から，見舞い客は約８割が県内からの来訪である。

柑　外来患者及び見舞い客の消費の設定

大学病院来訪者の消費として，外来患者の薬購入費，外来患者及び見舞い

客の交通費，入院患者への見舞い品の購入費等がある。なお，薬購入費と見

舞い品購入費については先行研究に従い消費単価を設定した。交通費につい

ては石川県の観光統計における県内日帰り客と県外日帰り客の交通費を参考

に設定した。

自宅生自宅外生１ヶ月の支出

３８,７００５３,５００生活費

０４５,２００家　賃

３８,７００９８,７００合　計

表３－８　居住形態別学生の１か月の消費額

合　　計県　　外石川県内金沢市内

３８０,１９７３６,８８７３４３,３１０２１３,０２０外来患者

２７３,０６８４９,４２３２２３,６４５１１０,１４３入院患者

１８２,０４５３２,９４９１４９,０９７ ７３,４２９見舞い客

表３－９　平成２３年度金沢大学附属病院来訪者数

単位：円

単位：人
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桓　分布の設定

ここで病院への来訪者の交通費については，図３－１６のような最小値は４２０

円，最大値は３,４８０円，交通費の平均が１,０１０円となるようなベータ分布（α＝
２,β＝７）を用いた。ここで，最小値４２０円は金沢駅から大学病院への往復バ
ス料金，最大値３,４８０円は金沢駅から大学病院までの往復タクシー料金である。

棺　域内最終需要の設定

大学病院来訪者の消費はすべて市内・県内同額とした。産業分類にあたっ

備　　考一人当たり金額（円）項　　目

外来患者一人当たり ５,８８４外来患者薬購入費

外来患者・見舞い客一人当たり １,０１０外来患者及び見舞い客交通費

入院患者一人当たり１９,５６３見舞い品購入費

表３－１０　大学病院来訪者の消費単価

金　　額（円）項　　目

２,２３７,０７９,１４８外来患者薬購入費

５６７,８６４,７５７患者・家族・見舞い客交通費

５,３４２,０２９,２８４見舞い品購入費

表３－１１　附属病院来訪者の消費

図３－４　大学病院来訪者の交通費単価の分布
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ては先行研究の比率を適用した。域内最終需要額の詳細は付表に示す。

５．受験生・オープンキャンパス参加者の消費

受験生とオープンキャンパス参加者の消費は同程度と仮定し，同額の消費

単価を適用した。来訪者を県外からの来訪者と市内からの来訪者に分類し，

それぞれの消費単価を乗じることで全体の消費額を算出した。

敢　来訪者数の設定

平成２３年度金沢大学の大学概要［２０１１］によると，平成２３年度の金沢大学へ

の学部入学志願者数は５,５５３人，そのうちの石川県出身者数は１,４７６人であった。
修士課程，博士課程への入学志願者数については，それぞれの定員数を大学

院への入学志願者数とした。大学院入学志願者における県内出身者の比率は

学部入学志願者の県内出身者比率を参考にした。また，県内出身者は自宅生，

県外出身者は自宅外生に分類した。

平成２３年度の金沢大学のオープンキャンパス参加者数は１０,３２９人であった。
金沢大学理工学域の集計結果から得られた石川県出身者の比率を乗じて，県

内出身者とした。

産業分類項　　目

医薬品外来患者薬購入費

鉄道輸送１/２，道路輸送１/２患者・家族・見舞い客交通費

食料品１/２，耕種農業１/２見舞い品購入費

表３－１２　大学病院来訪者消費の産業分類

比　　率うち石川県出身入学志願者数

０.２６６１,４７６５,５５３

自宅外生自宅生

４,０７７１,４７６学　部

６０３２１８大学院

４,６８０１,６９４合　計

表３－１３　居住形態別学生数

単位：人

単位：人
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オープンキャンパス参加者数内訳

柑　消費単価・消費額の設定

消費単価は先行研究の事例に従い設定した

次に自宅生，自宅外生の総数を消費単価に乗じて総消費額を算出した。

桓　域内最終需要の設定

先行研究の事例を参考に最終需要額を設定した。自宅外生の交通費のうち

５０％は域外に流出すると考え，それ以外は全て市内・県内同額とした。域内

最終需要額の詳細については付表に示す。

６．学会来訪者の消費

敢　学会来訪者の消費

金沢コンベンションビューロによると，平成２３年に行われた学会は把握出

来た限りでは１３４件，学会来訪者数は２４,３８５人であった。県内来訪者数，県外来
訪者数及び宿泊率は石川県観光交流局交流政策課のデータを参考に設定した。

合　　計県　　外県　　内

１０,３２９６,５０７３,８２２

県外来訪者県内来訪者

２７,３００２,９５０交　通　費

７,６２５０宿　泊　費

９,４７５１,０００滞　在　費

４４,４００３,９５０合　　　計

表３－１４　オープンキャンパス参加者・受験者の消費単価

県外来訪者県内来訪者

２９９,７５４,０００１５,９１２,３００交　通　費

８３,７２２,５０００宿　泊　費

１０４,０３５,５００５,３９４,０００滞　在　費

４８７,５１２,０００２１,３０６,３００合　　　計

表３－１５　オープンキャンパス参加者・受験者の消費

単位：人

単位：人

単位：円
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平成２３年度「統計から見た石川県の観光」より得られた石川県への観光客数

及び旅行形態は以下の通りである。

学会来訪者数及び旅行形態内訳

柑　消費額の設定

前述の資料より学会来訪者の消費単価を設定し，学会来訪者数を乗じるこ

とで最終消費額を算出した。

２４,３８５人学会来訪者１３４件学会数

金沢地域

平成２３年平成２２年

３,６４４３,８１９県　内

３,９７５４,３３３県　外

７,６１９８,１５２計

単位：千人

宿泊割合宿 泊 客日帰り割合日帰り客総　　数区　　分

０.３５１６,８３２０.６４９１２,６３４１９,４６６平成１９年　　

０.３３９７,０３５０.６６１１３,７３１２０,７６６平成２０年　　

０.３３９７,０２５０.６６１１３,６９２２０,７１７平成２１年　　

０.３３０７,１０９０.６７０１４,４３７２１,５４６平成２２年　　

０.３２７６,８７２０.６７３１４,１１３２０,９８５平成２３年　　

０.３２６２,４８６０.６７４５,１３２７,６１８金沢地域平成２３年うち

表３－１６　平成２３年石川県観光客数

１２,７２９県外来訪者１１,６５６県内来訪者

８,５７９うち日帰り７,８５６うち日帰り

４,１５０うち宿泊３,８００う ち 宿 泊

１２,７２９計１１,６５６計

日帰り客

比　率来訪者消費額（円）県外日帰り（人）比　率来訪者消費額（円）県内日帰り（人）

０.３１７１９,５８５,８５７２,２８３０.６１７１４,５９６,４４８１,８５８宿泊費・飲食費

０.２６３１６,２４８,６２６１,８９４０.０１０２３５,６８０３０土 産 代

０.４２０２５,９７７,２１２３,０２８０.３７３８,８１４,４３２１,１２２そ の 他

１.０００６１,８１１,６９５７,２０５１.０００２３,６４６,５６０３,０１０計

単位：千人

単位：人
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桓　域内最終需要の設定

県外来訪者の交通費は県内５０％，県外５０％（域外流出）とし，それ以外は市

内・県内需要は同額とした。消費の産業分類については以下の通りに設定し

た。域内最終需要額の詳細は付表に示す。

Ⅳ　金沢大学の経済波及効果の分析

１．教育・研究活動の経済波及効果

敢　市内への経済波及効果

（a）　確定的分析の結果
従来型の確定的な分析では，市内への直接効果は約１７,１００百万円，一次波

及効果は約６,２０３百万円，二次波及効果は約４,８１４百万円，総合効果は約２８,１１８

宿 泊 客

比　率来訪者消費額（円）県外宿泊（人）比　率来訪者消費額（円）県内宿泊（人）

０.６３８９３,０８４,５００２２,４３００.７９５５２,６１１,０００１３,８４５宿泊費・飲食費

０.１４５２１,２２７,２５０５,１１５０.０７１４,７０８,２００１,２３９土 産 代

０.２１７３１,６６４,５００７,６３００.１３４８,８９９,６００２,３４２そ の 他

１.０００１４５,９７６,２５０３５,１７５１.０００６６,２１８,８００１７,４２６計

  艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶艶単位：円

県　　外県　　内

宿　泊日帰り宿　泊日帰り

５８,６４３,２３５０３３,１４４,９３００宿 泊 費

１２,３４９,１５５１１,１７０,２０１３,４７０,８４４３,７９０,２０６交 通 費

２１,２２７,２５０１６,２４８,６２６４,７０８,２００２３５,６８０土 産 費

３４,４４１,２６５１９,５８５,８５７１９,４６６,０７０１４,５９６,４４８飲 食 費

１９,３１５,３４５１４,８０７,０１１５,４２８,７５６５,０２４,２２６娯楽・雑費等

１４５,９７６,２５０６１,８１１,６９５６６,２１８,８００２３,６４６,５６０合 計

表３－１７　学会来訪者の項目別消費

宿　泊　業宿 泊 費

日帰り：鉄道輸送５/１０，道路輸送４/１０，航空輸送１/１０
宿　泊：鉄道輸送５/１０，航空輸送３/１０，道路輸送２/１０

交 通 費

食料品３/４，その他の製造工業製品１/４土 産 費

飲食店１８/２０，食料品１/２０，飲料１/２０飲 食 費

娯楽サービス８/１０，その他の対個人サービス２/１０娯楽・雑費等
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百万円となった。また，波及効果倍率は約１.６４倍であった。

（b）　確率変動を含む分析の結果
市内への直接効果は８０％の信頼区間では約１６,６７７百万円から約１７,６０３百万

円で，平均値は約１７,１３８百万円であった。従来型の確定的な値に基づく直接
効果約１７,１００百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約１６,３２３百万円，上限
は約１７,９８６百万円であった。

市内への総合効果は８０％の信頼区間では約２７,４２２百万円から約２８,９４４百万
円で，平均値は約２８,１７９百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合
効果約２８,１１９百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約２６,８４０百万円，上限
は約２９,５７５百万円であった。

市　内

波及効果倍率総合効果二次波及効果一次波及効果直接効果

１.６４４２９３００４２８,１１８,６６４,２１５４,８１４,４３１,７３１６,２０３,４６９,９３５１７,１００,７６２,５４９

表４－１　教育・研究活動の経済波及効果

図４－１　教育・研究活動による消費の直接効果（市内）

単位：円
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柑　県内への経済波及効果

（a）　確定的分析の結果
従来型の確定的な分析では，県内への直接効果は約１７,５８６百万円，一次波

及効果は約６,３８０百万円，二次波及効果は約４,９５１百万円，総合効果は約２８,９１７
百万円となった。また，波及効果倍率は約１.６４倍であった。

（b）　確率変動を含む分析の結果
直接効果は，８０％の信頼区間では約１６,８９６百万円から約１８,２８３百万円で，平

均値は約１７,５８９百万円であった。従来型の確定的な値に基づく直接効果約
１７,５８６百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約１６,３２０百万円，上限は約
１８,８２０百万円であった。

図４－２　教育・研究活動における消費の総合効果（市内）

県　内

波及効果倍率総合効果二次波及効果一次波及効果直接効果

１.６４４２９３００４ ２８,９１７,０４８,９５３４,９５１,１２９,８６１６,３７９,６０７,５９５１７,５８６,３１１,４９６

表４－２　教育・研究活動における消費の経済波及効果（県内）

単位：円
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総合効果は８０％の信頼区間では約２７,７８２百万円から約３０,０６２百万円で，平均
値は約２８,９２２百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合効果約２８,９１７
百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約２６,８３５百万円，上限は約３０,９４６百
万円であった。

図４－３　教育・研究活動における消費の直接効果（県内）

図４－４　教育・研究活動における消費の総合効果（県内）
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２．教職員・学生の消費の経済波及効果

敢　市内への経済波及効果

（a）　確定的分析の結果
従来型の確定的な分析では，市内への直接効果は約２６,０３７百万円，一次波

及効果は約８,３２１百万円，二次波及効果は約７,８００百万円，総合効果は約４２,１５８
百万円であった。また，波及効果倍率は約１.６２倍であった。

（b）　確率変動を含む分析の結果
直接効果は，８０％の信頼区間では約２４,７５２百万円から約２７,１４１百万円で，平

均値は約２６,０４４百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合効果約
２６,０３７百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約２２,６９５百万円，上限は約
２８,３３１百万円であった。

市　内

波及効果倍率総合効果二次波及効果一次波及効果直接効果

１.６１９１７６５８２４２,１５８,４２５,３００７,８００,０９６,８２４８,３２１,３７５,０２１２６,０３６,９５３,４５４

表４－３　教職員・学生の消費の経済波及効果（市内）

図４－５　教職員・学生の消費の直接効果（市内）

単位：円
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総合効果は，８０％の信頼区間では約４０,０７６百万円から約４３,９４８百万円で，平
均値は約４２,１７０百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合効果約
４２,１５８百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約３６,７４２百万円，上限は約
４５,８７６百万円であった。

柑　県内への経済波及効果

（a）　確定的分析の結果
従来型の確定的な分析では，県内への直接効果は約２７,２０６百万円，一次波

及効果は約８,７２４百万円，二次波及効果は約８,１５６百万円，総合効果は約４４,０８６
百万円であった。また，波及効果倍率は約１.６２倍であった。

（b）　確率変動を含む分析の結果
直接効果は，８０％の信頼区間では約２５,８５４百万円から約２８,４０６百万円で，平

図４－６　教職員・学生の消費の総合効果（市内）

県　内

波及効果倍率総合効果二次波及効果一次波及効果直接効果

１.６２０４４４９３４４４,０８６,００２,６０６８,１５６,３１２,４３２８,７２３,５８０,５０１２７,２０６,１０９,６７２

表４－４　教職員・学生の消費の経済波及効果（県内）

単位：円
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均値は約２７,２２２百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合効果約
２７,２０６百万円であり，８０％の信頼区間に入る。下限は約２３,６４４百万円，上限は
約２９,８４９百万円であった。

総合効果は，８０％の信頼区間では約４１,８９１百万円から約４６,０３３百万円で，平均値は
約４４,１１２百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合効果 約４４,０８６百万円は，
８０％の信頼区間に入る。下限は約３８,３０６百万円，上限は約４８,３７５百万円であった。

３．大学病院来訪者の経済波及効果（市内・県内同額）

敢　確定的分析の結果

従来型の確定的な分析では，市内への直接効果は約８,１４７百万円，一次波及
効果は約２,５７８百万円，二次波及効果は約２,２３０百万円，総合効果は約１２,９５５百
万円であった。また，波及効果倍率は約１.５９であった。

図４－７　教職員・学生の消費の直接効果（県内）

市内及び県内

波及効果倍率総合効果二次波及効果一次波及効果直接効果

１.５９０１４０９５３１２,９５４,８３５,７１３２,２３０,０８７,９９６２,５７７,７７４,５２９８,１４６,９７３,１８９

表４－５　大学病院来訪者の経済波及効果

単位：円



金沢大学経済論集　第３４巻第２号　　２０１４.３

－３７０－

柑　確率変動を含む分析の結果

直接効果は，８０％の信頼区間では約７,９３１百万円から約８,５１７百万円で，平均値は
約８,１９９百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合効果約８,１４７百万円は，
８０％の信頼区間に入る。下限は約７,８１７百万円，上限は約９,１５１百万円であった。

図４－８　教職員・学生の消費の総合効果（県内）

図４－９　大学病院来訪者の消費の直接効果（市内及び県内）
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総合効果は，８０％の信頼区間では約１２,５９４百万円から約１３,５７３百万円で，平
均値は約１３,０４１百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合効果約
１２,９５５百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約１２,４０３百万円，上限は約
１４,６３４百万円であった。

４．オープンキャンパス参加者・受験者の消費の経済波及効果

従来型の確定的な分析では，市内への直接効果は約３６６百万円，一次波及効

果は約１２９百万円，二次波及効果は約１０８百万円，総合効果は約６０３百万円で

あった。また，波及効果倍率は約１.６５であった。

５．学会来訪者の消費の経済波及効果

確定的な分析では，市内への直接効果は約２８５百万円，一次波及効果は約９０

図４－１０　大学病院来訪者の消費の総合効果（市内及び県内）

市内及び県内

波及効果倍率総合効果二次波及効果一次波及効果直接効果

１.６４８０８５３１６０２,８６２,４９６１０７,７７３,００８１２９,２９３,８０３３６５,７９５,６８６

表４－６　オープンキャンパス参加者・受験者の消費の経済波及効果（市内及び県内）

単位：円
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百万円，二次波及効果は約９０百万円，総合効果は約４６５百万円であった。また，

波及効果倍率は約１.６３であった。

６．市内への経済波及効果

直接効果は，８０％の信頼区間では約５０,６４２百万円から約５３,２７１百万円で，平
均値は約５２,０３２百万円であった。従来型の確定的な値に基づく総合効果約
５１,９３６百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約４８,０４８百万円，上限は約
５５,３３５百万円であった。

総合効果は，８０％の信頼区間では約８２,２０６百万円から約８６,４７２百万円で，平
均値は約８４,４５８百万円あった。従来型の確定的な値に基づく総合効果約８４,２９９
百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約７７,９７０百万円，上限は約８９,８５９百
万円であった。

市内及び県内

波及効果倍率総合効果二次波及効果一次波及効果直接効果

１.６２８５９６２８１４６４,５５４,９６６８９,７７４,３８４８９,５３１,８８６２８５,２４８,６９７

表４－７　学会来訪者の消費の経済波及効果（市内及び県内）

図４－１１　市内への直接効果合計

単位：円
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７．市内への経済波及効果の対県内総生産比と波及効果倍率

敢　直接効果と県内総生産

市内への直接効果の合計の対県内生産比は，８０％の信頼区間では０.０１１９か
ら０.０１２５で，平均値は０.０１２２であった。従来的な確定的な分析を行った場合の
直接効果合計の対県内生産比の比率０.０１２２は，８０％の信頼区間に入る。下限は
０.０１１３，上限は０.０１３であった。つまり，直接効果の合計は最大では県内総生
産の約１.３％となる。

柑　総合効果と県内総生産

市内への総合効果の合計の対県内総生産比は，８０％の信頼区間では０.０１９３
から０.０２０３で，平均値は０.０１９８であった。従来型の確定的な分析を行った際の
総合効果合計の県内総生産比０.０１９８は，８０％の信頼区間に入る。下限は０.０１８３
で，上限は０.０２１１であった。金沢大学の経済波及効果は県内総生産の少なく
とも約１.８％，最大では約２.１％となる。

図４－１２　市内への総合効果合計
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桓　市内波及効果倍率

市内への波及効果倍率は，８０％の信頼区間では１.６２２９から１.６２３６で，平均値
は１.６２３２であった。従来型の確定的な分析を行った際の波及効果倍率１.６２３１は，
８０％の信頼区間に入る。下限は１.６２２５で，上限は１.６２４３であった。

図４－１３　市内直接効果の県内総生産比

図４－１４　市内総合効果の県内総生産比
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８．県内への経済波及効果

県内への直接効果の合計は，８０％の信頼区間では約５２,１０９百万円から約
５５,０６７百万円で，平均値は約５３,６６１百万円であった。従来型の確定的な値に基
づく直接効果 約５３,５９０百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約４９,１５５百万
円，上限は約５７,０１４百万円であった。

図４－１５　市内波及効果倍率

図４－１６　県内直接効果合計
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県内への総合効果の合計は，８０％の信頼区間では約８４,６２０百万円から約
８９,４３５百万円で，平均値は約８７,１４２百万円あった。従来型の確定的な値に基づ
く総合効果約８７,０２５百万円は，８０％の信頼区間に入る。下限は約７９,８０６百万円，
上限は約９２,６１７百万円であった。

９．県内への経済波及効果の対県内総生産比と波及効果倍率

敢　直接効果と県内総生産

県内への直接効果合計の対県内生産比は，８０％の信頼区間では０.０１２２から
０.０１２９で，平均値は０.０１２６であった。従来的な確定的な分析を行った場合の直
接効果合計の対県内生産比の比率０.０１２６は，８０％の信頼区間に入る。下限は
０.０１１５，上限は０.０１３４であった。

柑　総合効果と県内総生産

県内への総合効果合計の対県内総生産比は，８０％の信頼区間では０.０１９８か
ら０.０２１０で，平均値は０.０２０４であった。従来型の確定的な分析を行った際の総
合効果合計の県内総生産比０.０２０４は，８０％の信頼区間に入る。下限は０.０１８７で，
上限は０.０２１７であった。従って，金沢大学の経済波及効果は県内総生産の少

図４－１７　県内総合波及効果合計
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なくとも１.９％，最大では２.２％となる。

図４－１８　県内直接効果の対県内総生産比

図４－１９　県内総合効果の対県内総生産比



金沢大学経済論集　第３４巻第２号　　２０１４.３

－３７８－

桓　県内波及効果倍率

県内への波及効果倍率は，８０％の信頼区間では１.６２３６から１.６２４３で，平均値
は１.６２３９であった。従来型の確定的な分析の波及効果倍率１.６２３９は，８０％の信
頼区間に入る。下限は１.６２３１で，上限は１.６２５１であった。

１０．影響力係数と感応度係数による分析

ここでは，影響力係数と感応度係数により，産業連関表の各部門の特徴を

把握することとする。影響力係数とは「どの部門に最終需要があった場合に産

業全体に強い生産波及の影響を与えることが出来るかという影響力を表す指

標」であり，感応度係数とは「各部門にそれぞれ１単位の最終需要が発生した

場合に，どの行部門が最も強い影響を受けることになるかを示す指標」である。

図４－２１は平成１７年度石川県産業連関表（３４部門表）の逆行列係数表から算

出された各３４部門に対応する影響力係数と感応度係数の散布図である。

グループⅠに分類された部門は他の産業に対する影響力が大きく，かつ他

の産業からの影響も受けやすい分野である。石川県では金融・保険，情報通

信，商業，水道・廃棄物処理，電力・ガス・熱供給，公務などがこれに属す

る。

図４－２０　県内波及効果倍率
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図４－２１　影響力係数と感応度係数（３４部門）
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グループⅡに分類された部門は他の産業への影響力は低いが，感応度が高

い分野である。石川県では運輸，建設などがこれに属する。

グループⅢに分類された産業は，他の産業への影響力も感応度も低い分野

である。石川県ではその他の製造工業製品，パルプ・紙・木製品，不動産，

教育・研究，金属製品，農林水産業，その他の公共サービス，飲食料品，繊

維製品，鉄鋼，一般機械，輸送機械，情報・通信機器，電子部品，電気機械，

精密機械，非鉄金属，対個人サービス，化学製品，医療・保険・社会保障・

介護などがこれに属する。

グループⅣに分類された産業は，他の産業に対する影響力は大きいが，感

応度は低い分野である。石川県では窯業・土石製品，事務用品，鉱業，分類

不明などがこれに属する。

理論上は，グループⅠに属する産業への新たな最終需要が増加すれば，他

の分野の産業へ新たな最終需要が生じた場合よりも経済波及効果は大きくな

る。県毎にこの影響力係数と感応度係数の散布図は大きく異なる配置を示し

ている。また，石川県の産業構造上グループⅢに部門の集中が見られる。

Ⅴ　ま と め

当然のことながら，大学の総支出が増加すれば，大学の経済波及効果も大

きくなる。しかし，金沢大学の方針として外部資金の獲得，例えば科研費の

増加を目指す一方で，運営交付金の減額に伴う効率的支出や環境への配慮と

いう観点から他の支出が減額されることも有り得る。

従って金沢大学の経済波及効果を算出するに当たり，教材及び研究資材の

市内・県内購入率を高めるといった大学の方針に加え，平均消費性向の上昇

や公共交通料金の値上げといった外部経済環境も大きな影響を与える要因と

考えられる。

本稿は確率変動を含む産業連関分析により，金沢大学の石川県や金沢市へ

の直接効果，第一次・二次波及効果，総合効果を８０％信頼区間で表記できた

こと及び，平均値を与えた。先行研究において，確率変動を含む産業連関分
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析の事例がないこと，及び金沢大学の地域経済波及効果の分析は初めての試

みであることを強調しておきたい。

経済波及効果をまとめた表を以下に示す。

敢　市内への経済波及効果

柑　市内への経済波及効果の対県内生産比

桓　県内への経済波及効果

棺　県内への経済波及効果の対県内生産比

平均値（億円）８０％信頼区間（億円）

５２０.３（５０６.４, ５３２.７）直 接 効 果

１７３.６（１６９.１, １７７.５）一次波及効果

１５０.７（１４６.４, １５４.５）二次波及効果

８４４.６（８２２.１, ８６４.７）総 合 効 果

表５－１　市内への経済波及効果

平均値８０％信頼区間

０.０１２２（０.０１１９, ０.０１２５）直 接 効 果

０.００４１ （０.００４, ０.００４２）一次波及効果

０.００３５（０.００３４, ０.００３６）二次波及効果

０.０１９８（０.０１９３, ０.０２０３）総 合 効 果

表５－２　市内への経済波及効果 対県内生産比

平均値（億円）８０％信頼区間（億円）

５３６.６（５２１.１, ５５０.７）直 接 効 果

１７９.２（１７４.３, １８３.８）一次波及効果

１５５.６（１５０.８, １５９.８）二次波及効果

８７１.４（８４６.２, ８９４.３）総 合 効 果

表５－３　県内への経済波及効果

平均値８０％信頼区間

０.０１２６（０.０１２２, ０.０１２９）直 接 効 果

０.００４２（０.００４１, ０.００４３）一次波及効果

０.００３６（０.００３５, ０.００３７）二次波及効果

０.０２０４（０.０１９８, ０.０２１０）総 合 効 果

表５－４　県内への経済波及効果 対県内生産比
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付表

合　計科研費経常費用産業（１０７分類）コード

２,６２６,６２９３８,０４３２,５８８,５８６耕 種 農 業００１

５２,３５９,２８７２０,１３９,２５７３２,２２０,０３１畜 産００２

２２,９８０,４４６０２２,９８０,４４６農 業 サ ー ビ ス００３

０００林 業００４

０００漁 業００５

０００金 属 鉱 物００６

９８０,９８７０９８０,９８７非 金 属 鉱 物００７

０００石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス００８

８９,８９６,４４３０８９,８９６,４４３食 料 品００９

０００飲 料０１０

９,５５５,２８４２１９,４７８９,３３５,８０６飼料・有機質肥料（除別掲）０１１

０００た ば こ０１２

１,１２４,１４６０１,１２４,１４６繊 維 工 業 製 品０１３

３００,３９８０３００,３９８衣服・その他の繊維既製品０１４

３,３４６,６２１０３,３４６,６２１製 材 ・ 木 製 品０１５

１,３０９,５４７０１,３０９,５４７家 具 ・ 装 備 品０１６

０００パルプ・紙・板紙・加工紙０１７

１４,７５０,０１００１４,７５０,０１０紙 加 工 品０１８

４１１,３９８,７７１３７,０７７,０６８３７４,３２１,７０３印 刷 ・ 製 版 ・ 製 本０１９

０００化 学 肥 料０２０

７４,５５８,３２３１３,６６９,０６０６０,８８９,２６３無 機 化 学 工 業 製 品０２１

０００石 油 化 学 基 礎 製 品０２２

０００
有 機 化 学 工 業 製 品

（ 除 石 油 化 学 基 礎 製 品 ）
０２３

０００合 成 樹 脂０２４

０００化 学 繊 維０２５

１０,２６４,３４７,３５２３０１,１３１,９２９９,９６３,２１５,４２３医 薬 品０２６

６,６９２,１１５２１９,４７８６,４７２,６３８化学最終製品（除医薬品）０２７

６,８３６,４０１０６,８３６,４０１石 油 製 品０２８

０００石 炭 製 品０２９

０００プ ラ ス チ ッ ク 製 品０３０

０００ゴ ム 製 品０３１

０００な め し 革 ・ 毛 皮 ・ 同 製 品０３２

１４,０８１０１４,０８１ガ ラ ス ・ ガ ラ ス 製 品０３３

０００セ メ ン ト ・ セ メ ン ト 製 品０３４

０００陶 磁 器０３５

０００そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品０３６
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合　計科研費経常費用産業（１０７分類）コード

０００銑 鉄 ・ 粗 鋼０３７

３,２４８,０５３０３,２４８,０５３鋼 材０３８

０００鋳 鍛 造 品０３９

０００そ の 他 の 鉄 鋼 製 品０４０

０００非 鉄 金 属 製 錬 ・ 精 製０４１

０００非 鉄 金 属 加 工 製 品０４２

４０８,３５４０４０８,３５４建 設 ・ 建 築 用 金 属 製 品０４３

０００そ の 他 の 金 属 製 品０４４

９３１,７０３０９３１,７０３一 般 産 業 機 械０４５

７,４３２,５０３０７,４３２,５０３特 殊 産 業 機 械０４６

０００その他の一般機械器具及び部品０４７

１,４４８,０１２０１,４４８,０１２事 務 用 ・ サ ー ビ ス 用 機 器０４８

０００産 業 用 電 気 機 器０４９

０００電子応用装置・電気計測器０５０

３０８,５９０,２３０３５,０４０,３１７２７３,５４９,９１３そ の 他 の 電 気 機 器０５１

１,５４７,０５００１,５４７,０５０民 生 用 電 気 機 器０５２

３,２７３,３９９０３,２７３,３９９通 信 機 械 ・ 同 関 連 機 器０５３

５６９,２６０,４５０１１８,２３４,０００４５１,０２６,４５０電 子 計 算 機 ・ 同 付 属 装 置０５４

０００半 導 体 素 子 ・ 集 積 回 路０５５

０００そ の 他 の 電 子 部 品０５６

０００乗 用 車０５７

１,３５５,３１１０１,３５５,３１１そ の 他 の 自 動 車０５８

１,３５５,３１１０１,３５５,３１１自 動 車 部 品 ・ 同 付 属 品０５９

０００船 舶 ・ 同 修 理０６０

０００その他の輸送機械・同修理０６１

９０６,６６４,８９８３２６,６７６,１８５５７９,９８８,７１２精 密 機 械０６２

６０６,５１５,１０４４３,４２１,４３１５６３,０９３,６７３そ の 他 の 製 造 工 業 製 品０６３

０００再 生 資 源 回 収 ・ 加 工 処 理０６４

０００建 築０６５

６９４,９３７,８７８０６９４,９３７,８７８建 設 補 修０６６

０００公 共 事 業０６７

０００そ の 他 の 土 木 建 設０６８

０００電 力０６９

１３０,７３４,１４１０１３０,７３４,１４１ガ ス ・ 熱 供 給０７０

４２１,７４７,０３４０４２１,７４７,０３４水 道０７１

８６,９８５,６１４５５,６０１８６,９３０,０１３廃 棄 物 処 理０７２

０００商 業０７３
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－３８５－

合　計科研費経常費用産業（１０７分類）コード

２７,５９２,０２４０２７,５９２,０２４金 融 ・ 保 険０７４

１８,０１７,１０１１３１,６８７１７,８８５,４１４不 動 産 仲 介 及 び 賃 貸０７５

０００住 宅 賃 貸 料０７６

０００住 宅 賃 貸 料（ 帰 属 家 賃 ）０７７

９３９,１６６,９９０１７２,３６５,９３５７６６,８０１,０５５鉄 道 輸 送０７８

１９６,８３４,２８９１７２,３６５,９３５２４,４６８,３５４道 路 輸 送０７９

０００水 運０８０

０００航 空 輸 送０８１

９,２１２,９３０１０２,４２３９,１１０,５０８貨 物 利 用 運 送０８２

０００倉 庫０８３

０００運 輸 付 帯 サ ー ビ ス０８４

３９,６６９,９２５５６１,８６２３９,１０８,０６２通 信０８５

５,５７３,７９１０５,５７３,７９１放 送０８６

５,２７４,１２７８１３,５３０４,４６０,５９７情 報 サ ー ビ ス０８７

９,９１７,４８１１４０,４６６９,７７７,０１６インターネット附随サービス０８８

５,２７４,１２７８１３,５３０４,４６０,５９７映 像 ・ 文 字 情 報 制 作０８９

０００公 務０９０

０００教 育０９１

０００研 究０９２

２０,７８８,４７９０２０,７８８,４７９医 療 ・ 保 健０９３

０００社 会 保 障０９４

０００介 護０９５

０００そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス０９６

５,２７４,１２７８１３,５３０４,４６０,５９７広 告０９７

２４,２８７,７９１４,７０５,５９８１９,５８２,１９４物 品 賃 貸 サ ー ビ ス０９８

４５,８４１,２０２０４５,８４１,２０２自 動 車 ・ 機 械 修 理０９９

６４４,２６６,４２７８,７４３,９８４６３５,５２２,４４３その他の対事業所サービス１００

０００娯 楽 サ ー ビ ス１０１

３５,２０３０３５,２０３飲 食 店１０２

０００宿 泊 業１０３

４９,９３２,０９０７０６,７１８４９,２２５,３７３洗濯・理容・美容・浴場業１０４

４９,９３２,０９０７０６,７１８４９,２２５,３７３そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス１０５

７１,４４８,８７６１,７００,２１９６９,７４８,６５７事 務 用 品１０６

２２２,９１１,５９０７０,５７２,２６３１５２,３３９,３２７分 類 不 明１０７

１７,１００,７６２,５４９１,３３１,１６６,２４３１５,７６９,５９６,３０６内 生 部 門 計１０８

付表１　教育・研究活動における消費の最終需要額（市内）
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－３８６－

合　計科研費経常費用産業（１０７分類）コード

２,７０１,２０７３９,１２３２,６６２,０８５耕 種 農 業００１

５３,８４５,９４６２０,７１１,０７９３３,１３４,８６７畜 産００２

２３,６３２,９３９０２３,６３２,９３９農 業 サ ー ビ ス００３

０００林 業００４

０００漁 業００５

０００金 属 鉱 物００６

１,００８,８４１０１,００８,８４１非 金 属 鉱 物００７

０００石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス００８

９２,４４８,９１００９２,４４８,９１０食 料 品００９

０００飲 料０１０

９,８２６,５９１２２５,７０９９,６００,８８１飼料・有機質肥料（除別掲）０１１

０００た ば こ０１２

１,１５６,０６４０１,１５６,０６４繊 維 工 業 製 品０１３

３０８,９２７０３０８,９２７衣服・その他の繊維既製品０１４

３,４４１,６４３０３,４４１,６４３製 材 ・ 木 製 品０１５

１,３４６,７３００１,３４６,７３０家 具 ・ 装 備 品０１６

０００パルプ・紙・板紙・加工紙０１７

１５,１６８,８１３０１５,１６８,８１３紙 加 工 品０１８

４２３,０７９,７８４３８,１２９,８１３３８４,９４９,９７２印 刷 ・ 製 版 ・ 製 本０１９

０００化 学 肥 料０２０

７６,６７５,２８８１４,０５７,１７１６２,６１８,１１７無 機 化 学 工 業 製 品０２１

０００石 油 化 学 基 礎 製 品０２２

０００
有 機 化 学 工 業 製 品

（ 除 石 油 化 学 基 礎 製 品 ）
０２３

０００合 成 樹 脂０２４

０００化 学 繊 維０２５

１０,５５５,７８７,１６６３０９,６８２,０９１１０,２４６,１０５,０７４医 薬 品０２６

６,８８２,１２７２２５,７０９６,６５６,４１８化学最終製品（除医薬品）０２７

７,０３０,５１００７,０３０,５１０石 油 製 品０２８

０００石 炭 製 品０２９

０００プ ラ ス チ ッ ク 製 品０３０

０００ゴ ム 製 品０３１

０００な め し 革 ・ 毛 皮 ・ 同 製 品０３２

１４,４８１０１４,４８１ガ ラ ス ・ ガ ラ ス 製 品０３３

０００セ メ ン ト ・ セ メ ン ト 製 品０３４

０００陶 磁 器０３５

０００そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品０３６
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－３８７－

合　計科研費経常費用産業（１０７分類）コード

０００銑 鉄 ・ 粗 鋼０３７

３,３４０,２７６０３,３４０,２７６鋼 材０３８

０００鋳 鍛 造 品０３９

０００そ の 他 の 鉄 鋼 製 品０４０

０００非 鉄 金 属 製 錬 ・ 精 製０４１

０００非 鉄 金 属 加 工 製 品０４２

４１９,９４８０４１９,９４８建 設 ・ 建 築 用 金 属 製 品０４３

０００そ の 他 の 金 属 製 品０４４

９５８,１５７０９５８,１５７一 般 産 業 機 械０４５

７,６４３,５３７０７,６４３,５３７特 殊 産 業 機 械０４６

０００その他の一般機械器具及び部品０４７

１,４８９,１２６０１,４８９,１２６事 務 用 ・ サ ー ビ ス 用 機 器０４８

０００産 業 用 電 気 機 器０４９

０００電子応用装置・電気計測器０５０

３１７,３５２,１５９３６,０３５,２３１２８１,３１６,９２８そ の 他 の 電 気 機 器０５１

１,５９０,９７６０１,５９０,９７６民 生 用 電 気 機 器０５２

３,３６６,３４２０３,３６６,３４２通 信 機 械 ・ 同 関 連 機 器０５３

５８５,４２３,６９５１２１,５９１,０６７４６３,８３２,６２９電 子 計 算 機 ・ 同 付 属 装 置０５４

０００半 導 体 素 子 ・ 集 積 回 路０５５

０００そ の 他 の 電 子 部 品０５６

０００乗 用 車０５７

１,３９３,７９３０１,３９３,７９３そ の 他 の 自 動 車０５８

１,３９３,７９３０１,３９３,７９３自 動 車 部 品 ・ 同 付 属 品０５９

０００船 舶 ・ 同 修 理０６０

０００その他の輸送機械・同修理０６１

９３２,４０８,２０５３３５,９５１,６３６５９６,４５６,５６９精 密 機 械０６２

６２３,７３６,１３６４４,６５４,３１４５７９,０８１,８２２そ の 他 の 製 造 工 業 製 品０６３

０００再 生 資 源 回 収 ・ 加 工 処 理０６４

０００建 築０６５

７１４,６６９,５３４０７１４,６６９,５３４建 設 補 修０６６

０００公 共 事 業０６７

０００そ の 他 の 土 木 建 設０６８

０００電 力０６９

１３４,４４６,１２９０１３４,４４６,１２９ガ ス ・ 熱 供 給０７０

４３３,７２１,８７００４３３,７２１,８７０水 道０７１

８９,４５５,４３２５７,１８０８９,３９８,２５３廃 棄 物 処 理０７２

０００商 業０７３
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－３８８－

合　計科研費経常費用産業（１０７分類）コード

２８,３７５,４５６０２８,３７５,４５６金 融 ・ 保 険０７４

１８,５２８,６６８１３５,４２６１８,３９３,２４２不 動 産 仲 介 及 び 賃 貸０７５

０００住 宅 賃 貸 料０７６

０００住 宅 賃 貸 料（ 帰 属 家 賃 ）０７７

９６５,８３３,１４２１７７,２５９,９９１７８８,５７３,１５１鉄 道 輸 送０７８

２０２,４２３,０８５１７７,２５９,９９１２５,１６３,０９４道 路 輸 送０７９

０００水 運０８０

０００航 空 輸 送０８１

９,４７４,５１７１０５,３３１９,３６９,１８６貨 物 利 用 運 送０８２

０００倉 庫０８３

０００運 輸 付 帯 サ ー ビ ス０８４

４０,７９６,２８９５７７,８１６４０,２１８,４７４通 信０８５

５,７３２,０５００５,７３２,０５０放 送０８６

５,４２３,８７８８３６,６２９４,５８７,２４９情 報 サ ー ビ ス０８７

１０,１９９,０７２１４４,４５４１０,０５４,６１８インターネット附随サービス０８８

５,４２３,８７８８３６,６２９４,５８７,２４９映 像 ・ 文 字 情 報 制 作０８９

０００公 務０９０

０００教 育０９１

０００研 究０９２

２１,３７８,７３５０２１,３７８,７３５医 療 ・ 保 健０９３

０００社 会 保 障０９４

０００介 護０９５

０００そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス０９６

５,４２３,８７８８３６,６２９４,５８７,２４９広 告０９７

２４,９７７,４０５４,８３９,２０６２０,１３８,１９９物 品 賃 貸 サ ー ビ ス０９８

４７,１４２,７９００４７,１４２,７９０自 動 車 ・ 機 械 修 理０９９

６６２,５５９,３４７８,９９２,２５６６５３,５６７,０９１その他の対事業所サービス１００

０００娯 楽 サ ー ビ ス１０１

３６,２０２０３６,２０２飲 食 店１０２

０００宿 泊 業１０３

５１,３４９,８３３７２６,７８４５０,６２３,０４９洗濯・理容・美容・浴場業１０４

５１,３４９,８３３７２６,７８４５０,６２３,０４９そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス１０５

７３,４７７,５５３１,７４８,４９４７１,７２９,０５９事 務 用 品１０６

２２９,２４０,８１０７２,５７６,０５０１５６,６６４,７６０分 類 不 明１０７

１７,５８６,３１１,４９６１,３６８,９６２,５９０１６,２１７,３４８,９０６内 生 部 門 計１０８

付表２　教育・研究活動における消費の最終需要額（県内）



確率変動を含む産業連関表分析に関する考察　　（寒河江）

－３８９－

合　計職員の消費（科研費内）職員の消費産業（１０７分類）コード

１３７,３６２,８０３４３３,０８１１３６,９２９,７２２耕 種 農 業００１

１１,５９２,７８９３６,５５０１１,５５６,２３９畜 産００２

１５,９２４,０６０５０,２０６１５,８７３,８５４農 業 サ ー ビ ス００３

８,８００,９１６２７,７４８８,７７３,１６９林 業００４

２０,５１７,４９７６４,６８８２０,４５２,８０９漁 業００５

０００金 属 鉱 物００６

-４３０,５８３-１,３５８-４２９,２２５非 金 属 鉱 物００７

０００石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス００８

９９９,９００,５６７３,１５２,５０９９９６,７４８,０５８食 料 品００９

３３３,４４５,３７５１,０５１,２９４３３２,３９４,０８１飲 料０１０

１２,４０３,８８７３９,１０７１２,３６４,７８０飼料・有機質肥料（除別掲）０１１

１６０,２６５,１８５５０５,２８８１５９,７５９,８９７た ば こ０１２

１４,４４４,４６４４５,５４１１４,３９８,９２３繊 維 工 業 製 品０１３

１８７,０５９,０６０５８９,７６４１８６,４６９,２９６衣服・その他の繊維既製品０１４

２,３５６,８７１７,４３１２,３４９,４４０製 材 ・ 木 製 品０１５

９,９８７,５６８３１,４８９９,９５６,０７９家 具 ・ 装 備 品０１６

２,９３０,４４２９,２３９２,９２１,２０３パルプ・紙・板紙・加工紙０１７

１２,９１１,４４４４０,７０７１２,８７０,７３７紙 加 工 品０１８

３,７８３,１２３１１,９２８３,７７１,１９６印 刷 ・ 製 版 ・ 製 本０１９

３３６,４８２１,０６１３３５,４２１化 学 肥 料０２０

７５４,９８３２,３８０７５２,６０３無 機 化 学 工 業 製 品０２１

０００石 油 化 学 基 礎 製 品０２２

９,５９１３０９,５６０
有 機 化 学 工 業 製 品

（ 除 石 油 化 学 基 礎 製 品 ）
０２３

０００合 成 樹 脂０２４

０００化 学 繊 維０２５

２８,７７７,１５８９０,７２９２８,６８６,４２８医 薬 品０２６

１１５,２５２,１５５３６３,３７０１１４,８８８,７８５化学最終製品（除医薬品）０２７

０００石 油 製 品０２８

２６,１５６８２２６,０７４石 炭 製 品０２９

２０,５７５,４３２６４,８７１２０,５１０,５６２プ ラ ス チ ッ ク 製 品０３０

２０,３５８,８３３６４,１８８２０,２９４,６４５ゴ ム 製 品０３１

５４,２０９,４８７１７０,９１３５４,０３８,５７４な め し 革 ・ 毛 皮 ・ 同 製 品０３２

２,７６５,４０８８,７１９２,７５６,６８９ガ ラ ス ・ ガ ラ ス 製 品０３３

８７,３７５２７５８７,０９９セ メ ン ト ・ セ メ ン ト 製 品０３４

９,２７７,６７５２９,２５１９,２４８,４２４陶 磁 器０３５

６,６２３,５９０２０,８８３６,６０２,７０７そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品０３６
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－３９０－

合　計職員の消費（科研費内）職員の消費産業（１０７分類）コード

０００銑 鉄 ・ 粗 鋼０３７

０００鋼 材０３８

３,９８６１３３,９７３鋳 鍛 造 品０３９

０００そ の 他 の 鉄 鋼 製 品０４０

０００非 鉄 金 属 製 錬 ・ 精 製０４１

６９０,６５１２,１７８６８８,４７４非 鉄 金 属 加 工 製 品０４２

２,０８９,３２９６,５８７２,０８２,７４２建 設 ・ 建 築 用 金 属 製 品０４３

１５,１７６,００２４７,８４７１５,１２８,１５５そ の 他 の 金 属 製 品０４４

９０９,１８１２,８６６９０６,３１５一 般 産 業 機 械０４５

１,５７４,３６１４,９６４１,５６９,３９８特 殊 産 業 機 械０４６

２１,９８４６９２１,９１４その他の一般機械器具及び部品０４７

２,１９８,４３９６,９３１２,１９１,５０７事 務 用 ・ サ ー ビ ス 用 機 器０４８

１,２９８,５９９４,０９４１,２９４,５０５産 業 用 電 気 機 器０４９

０００電子応用装置・電気計測器０５０

３２,７１１,４６６１０３,１３３３２,６０８,３３３そ の 他 の 電 気 機 器０５１

１１６,５１８,７８３３６７,３６３１１６,１５１,４２０民 生 用 電 気 機 器０５２

１４９,０３２,５４０４６９,８７３１４８,５６２,６６７通 信 機 械 ・ 同 関 連 機 器０５３

４８,４３４,０３０１５２,７０４４８,２８１,３２６電 子 計 算 機 ・ 同 付 属 装 置０５４

８３,０１５２６２８２,７５３半 導 体 素 子 ・ 集 積 回 路０５５

１２,６６０,９６６３９,９１８１２,６２１,０４８そ の 他 の 電 子 部 品０５６

０００乗 用 車０５７

０００そ の 他 の 自 動 車０５８

５９５,２４３１,８７７５９３,３６６自 動 車 部 品 ・ 同 付 属 品０５９

５５４,４５２１,７４８５５２,７０４船 舶 ・ 同 修 理０６０

４,８５７,４７８１５,３１５４,８４２,１６３その他の輸送機械・同修理０６１

５０,６９８,４６８１５９,８４３５０,５３８,６２５精 密 機 械０６２

７８,３９７,８３７２４７,１７４７８,１５０,６６２そ の 他 の 製 造 工 業 製 品０６３

０００再 生 資 源 回 収 ・ 加 工 処 理０６４

０００建 築０６５

０００建 設 補 修０６６

０００公 共 事 業０６７

０００そ の 他 の 土 木 建 設０６８

２６１,６９９,０８６８２５,０９１２６０,８７３,９９６電 力０６９

１２,０１７,９１１３７,８９０１１,９８０,０２１ガ ス ・ 熱 供 給０７０

２２５,３４１,７８５７１０,４６３２２４,６３１,３２２水 道０７１

１２,０４２,２２３３７,９６７１２,００４,２５６廃 棄 物 処 理０７２

２,５２０,３４６,６１２７,９４６,２０５２,５１２,４００,４０６商 業０７３



確率変動を含む産業連関表分析に関する考察　　（寒河江）

－３９１－

合　計職員の消費（科研費内）職員の消費産業（１０７分類）コード

９１８,６７３,１２５２,８９６,４１３９１５,７７６,７１２金 融 ・ 保 険０７４

１７,７０５,０２６５５,８２１１７,６４９,２０５不 動 産 仲 介 及 び 賃 貸０７５

５１５,９４３,９０９１,６２６,６８０５１４,３１７,２２９住 宅 賃 貸 料０７６

１,９７４,４３１,８９９６,２２５,０３３１,９６８,２０６,８６５住 宅 賃 貸 料（ 帰 属 家 賃 ）０７７

１２８,８３４,２０７４０６,１９１１２８,４２８,０１６鉄 道 輸 送０７８

２０４,３９５,４８９６４４,４２３２０３,７５１,０６６道 路 輸 送０７９

７,８１０,７１４２４,６２６７,７８６,０８９水 運０８０

６５,７９３,３９０２０７,４３５６５,５８５,９５５航 空 輸 送０８１

３,７８８,９５４１１,９４６３,７７７,００８貨 物 利 用 運 送０８２

７,３０７,７３５２３,０４０７,２８４,６９５倉 庫０８３

１４０,０４９,２１５４４１,５５０１３９,６０７,６６５運 輸 付 帯 サ ー ビ ス０８４

９４６,９３７,０３１２,９８５,５２４９４３,９５１,５０６通 信０８５

７２,２６４,５４８２２７,８３７７２,０３６,７１０放 送０８６

６７,０５４,５２６２１１,４１１６６,８４３,１１５情 報 サ ー ビ ス０８７

５,６１６,５０９１７,７０８５,５９８,８０１インターネット附随サービス０８８

８６,５６５,３９７２７２,９２５８６,２９２,４７１映 像 ・ 文 字 情 報 制 作０８９

７５,２４８,１８２２３７,２４４７５,０１０,９３８公 務０９０

４１４,８１１,５５２１,３０７,８２７４１３,５０３,７２５教 育０９１

１６６,０３０５２３１６５,５０７研 究０９２

４６４,４２９,３７０１,４６４,２６３４６２,９６５,１０６医 療 ・ 保 健０９３

３５０,０６９,３６９１,１０３,７０７３４８,９６５,６６３社 会 保 障０９４

４２,５０４,９６５１３４,０１１４２,３７０,９５５介 護０９５

３６７,９５７,３４６１,１６０,１０４３６６,７９７,２４２そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス０９６

２８１,７４１８８８２８０,８５３広 告０９７

３４,９５７,２３５１１０,２１４３４,８４７,０２１物 品 賃 貸 サ ー ビ ス０９８

３００,４１０,５６０９４７,１４１２９９,４６３,４１９自 動 車 ・ 機 械 修 理０９９

４７,５８７,１８８１５０,０３４４７,４３７,１５４その他の対事業所サービス１００

４５４,１６９,０４４１,４３１,９１４４５２,７３７,１３０娯 楽 サ ー ビ ス１０１

８０６,２５４,１２７２,５４１,９７６８０３,７１２,１５０飲 食 店１０２

２８４,６１６,４３６８９７,３４５２８３,７１９,０９１宿 泊 業１０３

３０５,７０３,４７３９６３,８２９３０４,７３９,６４４洗濯・理容・美容・浴場業１０４

４４２,８９８,０３７１,３９６,３７９４４１,５０１,６５８そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス１０５

０００事 務 用 品１０６

１,４１２,５０４４,４５３１,４０８,０５０分 類 不 明１０７

１５,２９８,９１３,０５４４８,２３４,７５７１５,２５０,６７８,２９７内 生 部 門 計１０８

付表３　職員の消費の最終需要額（市内）
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－３９２－

合　計職員の消費（科研費分）職員の消費産業（１０７分類）コード

１５１,９９２,２４９４７９,２０５１５１,５１３,０４５耕 種 農 業００１

１２,８２７,４４７４０,４４３１２,７８７,００４畜 産００２

１７,６２０,００８５５,５５３１７,５６４,４５６農 業 サ ー ビ ス００３

１０,０４６,４６５３１,６７５１０,０１４,７９０林 業００４

２２,７０２,６５６７１,５７７２２,６３１,０７９漁 業００５

０００金 属 鉱 物００６

-４９１,５２１-１,５５０-４８９,９７１非 金 属 鉱 物００７

０００石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス００８

１,１０６,８４３,７１９３,４８９,６８２１,１０３,３５４,０３８食 料 品００９

３６９,１０８,６２１１,１６３,７３４３６７,９４４,８８７飲 料０１０

１４,１５９,３４５４４,６４２１４,１１４,７０３飼料・有機質肥料（除別掲）０１１

１８２,９４６,６９１５７６,７９８１８２,３６９,８９３た ば こ０１２

１９,７４２,７８２６２,２４５１９,６８０,５３７繊 維 工 業 製 品０１３

２１９,５３２,４６１６９２,１４７２１８,８４０,３１４衣服・その他の繊維既製品０１４

２,６９０,４２７８,４８２２,６８１,９４５製 材 ・ 木 製 品０１５

１３,６５１,０７０４３,０３９１３,６０８,０３０家 具 ・ 装 備 品０１６

３,３４５,１７２１０,５４７３,３３４,６２６パルプ・紙・板紙・加工紙０１７

１４,７３８,７３４４６,４６９１４,６９２,２６６紙 加 工 品０１８

４,３４５,１９７１３,７００４,３３１,４９７印 刷 ・ 製 版 ・ 製 本０１９

３８４,１０３１,２１１３８２,８９２化 学 肥 料０２０

８６１,８３２２,７１７８５９,１１５無 機 化 学 工 業 製 品０２１

０００石 油 化 学 基 礎 製 品０２２

１０,９４８３５１０,９１３
有 機 化 学 工 業 製 品

（ 除 石 油 化 学 基 礎 製 品 ）
０２３

０００合 成 樹 脂０２４

０００化 学 繊 維０２５

３１,８８０,２５６１００,５１３３１,７７９,７４４医 薬 品０２６

１２７,６８０,０２６４０２,５５２１２７,２７７,４７４化学最終製品（除医薬品）０２７

０００石 油 製 品０２８

２９,８５８９４２９,７６４石 炭 製 品０２９

２３,４８７,３６７７４,０５１２３,４１３,３１６プ ラ ス チ ッ ク 製 品０３０

２３,２４０,１１４７３,２７２２３,１６６,８４２ゴ ム 製 品０３１

６０,３２５,９０７１９０,１９７６０,１３５,７１０な め し 革 ・ 毛 皮 ・ 同 製 品０３２

３,１５６,７８２９,９５３３,１４６,８２９ガ ラ ス ・ ガ ラ ス 製 品０３３

９９,７４０３１４９９,４２６セ メ ン ト ・ セ メ ン ト 製 品０３４

１０,６２９,３１８３３,５１２１０,５９５,８０５陶 磁 器０３５

７,５６０,９９２２３,８３８７,５３７,１５４そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品０３６
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－３９３－

合　計職員の消費（科研費分）職員の消費産業（１０７分類）コード

０００銑 鉄 ・ 粗 鋼０３７

０００鋼 材０３８

４,５５０１４４,５３５鋳 鍛 造 品０３９

０００そ の 他 の 鉄 鋼 製 品０４０

０００非 鉄 金 属 製 錬 ・ 精 製０４１

７８８,３９６２,４８６７８５,９１０非 鉄 金 属 加 工 製 品０４２

２,３８５,０２１７,５２０２,３７７,５０２建 設 ・ 建 築 用 金 属 製 品０４３

１７,３８６,９５９５４,８１８１７,３３２,１４１そ の 他 の 金 属 製 品０４４

１,０３７,８５３３,２７２１,０３４,５８１一 般 産 業 機 械０４５

１,７９７,１７３５,６６６１,７９１,５０６特 殊 産 業 機 械０４６

２５,０９５７９２５,０１６その他の一般機械器具及び部品０４７

２,５０９,５７２７,９１２２,５０１,６６０事 務 用 ・ サ ー ビ ス 用 機 器０４８

１,４８２,３８３４,６７４１,４７７,７０９産 業 用 電 気 機 器０４９

０００電子応用装置・電気計測器０５０

３７,３４０,９５２１１７,７２９３７,２２３,２２２そ の 他 の 電 気 機 器０５１

１３６,１９１,６８１４２９,３８８１３５,７６２,２９３民 生 用 電 気 機 器０５２

１７０,１２４,３４８５３６,３７２１６９,５８７,９７７通 信 機 械 ・ 同 関 連 機 器０５３

５５,２８８,６４８１７４,３１５５５,１１４,３３３電 子 計 算 機 ・ 同 付 属 装 置０５４

９４,７６４２９９９４,４６５半 導 体 素 子 ・ 集 積 回 路０５５

１４,４５２,８０８４５,５６７１４,４０７,２４０そ の 他 の 電 子 部 品０５６

０００乗 用 車０５７

０００そ の 他 の 自 動 車０５８

６７９,４８５２,１４２６７７,３４２自 動 車 部 品 ・ 同 付 属 品０５９

６３２,９２０１,９９５６３０,９２５船 舶 ・ 同 修 理０６０

５,５４４,９３１１７,４８２５,５２７,４４９その他の輸送機械・同修理０６１

５５,０２６,８４５１７３,４９０５４,８５３,３５５精 密 機 械０６２

８９,４９３,０７９２８２,１５６８９,２１０,９２３そ の 他 の 製 造 工 業 製 品０６３

０００再 生 資 源 回 収 ・ 加 工 処 理０６４

０００建 築０６５

０００建 設 補 修０６６

０００公 共 事 業０６７

０００そ の 他 の 土 木 建 設０６８

２６１,６９９,０８６８２５,０９１２６０,８７３,９９６電 力０６９

１２,０１７,９１１３７,８９０１１,９８０,０２１ガ ス ・ 熱 供 給０７０

２２５,３４１,７８５７１０,４６３２２４,６３１,３２２水 道０７１

１２,０４２,２２３３７,９６７１２,００４,２５６廃 棄 物 処 理０７２

２,８７７,０３８,２９０９,０７０,７９１２,８６７,９６７,５００商 業０７３
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－３９４－

合　計職員の消費（科研費分）職員の消費産業（１０７分類）コード

９１８,６７３,１２５２,８９６,４１３９１５,７７６,７１２金 融 ・ 保 険０７４

２０,２１０,７２７６３,７２１２０,１４７,００６不 動 産 仲 介 及 び 賃 貸０７５

５１５,９４３,９０９１,６２６,６８０５１４,３１７,２２９住 宅 賃 貸 料０７６

１,９７４,４３１,８９９６,２２５,０３３１,９６８,２０６,８６５住 宅 賃 貸 料（ 帰 属 家 賃 ）０７７

１２８,８３４,２０７４０６,１９１１２８,４２８,０１６鉄 道 輸 送０７８

２０４,３９５,４８９６４４,４２３２０３,７５１,０６６道 路 輸 送０７９

７,８１０,７１４２４,６２６７,７８６,０８９水 運０８０

６５,７９３,３９０２０７,４３５６５,５８５,９５５航 空 輸 送０８１

３,７８８,９５４１１,９４６３,７７７,００８貨 物 利 用 運 送０８２

７,３０７,７３５２３,０４０７,２８４,６９５倉 庫０８３

１５９,８６９,６５９５０４,０４１１５９,３６５,６１８運 輸 付 帯 サ ー ビ ス０８４

１,０８０,９５２,１５３３,４０８,０５０１,０７７,５４４,１０３通 信０８５

７２,２６４,５４８２２７,８３７７２,０３６,７１０放 送０８６

７６,５４４,４０８２４１,３３１７６,３０３,０７７情 報 サ ー ビ ス０８７

６,４１１,３８５２０,２１４６,３９１,１７１インターネット附随サービス０８８

９８,８１６,５５１３１１,５５１９８,５０５,０００映 像 ・ 文 字 情 報 制 作０８９

７５,２４８,１８２２３７,２４４７５,０１０,９３８公 務０９０

４１４,８１１,５５２１,３０７,８２７４１３,５０３,７２５教 育０９１

１８９,５２８５９８１８８,９３０研 究０９２

４６４,４２９,３７０１,４６４,２６３４６２,９６５,１０６医 療 ・ 保 健０９３

３５０,０６９,３６９１,１０３,７０７３４８,９６５,６６３社 会 保 障０９４

４２,５０４,９６５１３４,０１１４２,３７０,９５５介 護０９５

３６７,９５７,３４６１,１６０,１０４３６６,７９７,２４２そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス０９６

３２１,６１４１,０１４３２０,６００広 告０９７

３９,９０４,５５３１２５,８１２３９,７７８,７４１物 品 賃 貸 サ ー ビ ス０９８

３００,４１０,５６０９４７,１４１２９９,４６３,４１９自 動 車 ・ 機 械 修 理０９９

５４,３２１,９５７１７１,２６７５４,１５０,６９０その他の対事業所サービス１００

５１８,４４５,２５１１,６３４,５６６５１６,８１０,６８５娯 楽 サ ー ビ ス１０１

８８０,７７４,２７４２,７７６,９２５８７７,９９７,３４９飲 食 店１０２

３２４,８９６,７３４１,０２４,３４２３２３,８７２,３９３宿 泊 業１０３

３４８,９６８,１１２１,１００,２３５３４７,８６７,８７７洗濯・理容・美容・浴場業１０４

５０５,５７９,１１６１,５９４,００１５０３,９８５,１１５そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス１０５

０００事 務 用 品１０６

１,６１２,４０８５,０８４１,６０７,３２４分 類 不 明１０７

１６,４６８,０６９,２７２５１,９２０,８９９１６,４１６,１４８,３７４内 生 部 門 計１０８

付表４　職員の消費の最終需要額（県内）
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－３９５－

病院来訪者の消費学生の消費産業（１０７分類）コード

２,６７１,０１４,６４２４３７,９９７,３９７耕 種 農 業００１

０２１８,９９８,６９８畜 産００２

００農 業 サ ー ビ ス００３

００林 業００４

０２１８,９９８,６９８漁 業００５

００金 属 鉱 物００６

００非 金 属 鉱 物００７

００石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス００８

２,６７１,０１４,６４２８７５,９９４,７９４食 料 品００９

０４３７,９９７,３９７飲 料０１０

００飼料・有機質肥料（除別掲）０１１

００た ば こ０１２

００繊 維 工 業 製 品０１３

０６７９,３０５,８０２衣服・その他の繊維既製品０１４

００製 材 ・ 木 製 品０１５

００家 具 ・ 装 備 品０１６

００パルプ・紙・板紙・加工紙０１７

００紙 加 工 品０１８

０５６４,９９４,０８９印 刷 ・ 製 版 ・ 製 本０１９

００化 学 肥 料０２０

００無 機 化 学 工 業 製 品０２１

００石 油 化 学 基 礎 製 品０２２

００
有 機 化 学 工 業 製 品

（ 除 石 油 化 学 基 礎 製 品 ）
０２３

００合 成 樹 脂０２４

００化 学 繊 維０２５

２,２３７,０７９,１４８３３９,６５２,９０１医 薬 品０２６

０３３９,６５２,９０１化学最終製品（除医薬品）０２７

００石 油 製 品０２８

００石 炭 製 品０２９

００プ ラ ス チ ッ ク 製 品０３０

００ゴ ム 製 品０３１

００な め し 革 ・ 毛 皮 ・ 同 製 品０３２

００ガ ラ ス ・ ガ ラ ス 製 品０３３

００セ メ ン ト ・ セ メ ン ト 製 品０３４

００陶 磁 器０３５

００そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品０３６
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－３９６－

病院来訪者の消費学生の消費産業（１０７分類）コード

００銑 鉄 ・ 粗 鋼０３７

００鋼 材０３８

００鋳 鍛 造 品０３９

００そ の 他 の 鉄 鋼 製 品０４０

００非 鉄 金 属 製 錬 ・ 精 製０４１

００非 鉄 金 属 加 工 製 品０４２

００建 設 ・ 建 築 用 金 属 製 品０４３

００そ の 他 の 金 属 製 品０４４

００一 般 産 業 機 械０４５

００特 殊 産 業 機 械０４６

００その他の一般機械器具及び部品０４７

００事 務 用 ・ サ ー ビ ス 用 機 器０４８

００産 業 用 電 気 機 器０４９

００電子応用装置・電気計測器０５０

００そ の 他 の 電 気 機 器０５１

０１７２,６８５,２２８民 生 用 電 気 機 器０５２

００通 信 機 械 ・ 同 関 連 機 器０５３

００電 子 計 算 機 ・ 同 付 属 装 置０５４

００半 導 体 素 子 ・ 集 積 回 路０５５

００そ の 他 の 電 子 部 品０５６

００乗 用 車０５７

００そ の 他 の 自 動 車０５８

００自 動 車 部 品 ・ 同 付 属 品０５９

００船 舶 ・ 同 修 理０６０

００その他の輸送機械・同修理０６１

００精 密 機 械０６２

０１７２,６８５,２２８そ の 他 の 製 造 工 業 製 品０６３

００再 生 資 源 回 収 ・ 加 工 処 理０６４

００建 築０６５

００建 設 補 修０６６

００公 共 事 業０６７

００そ の 他 の 土 木 建 設０６８

０３６,２４２,４９０電 力０６９

０３６,２４２,４９０ガ ス ・ 熱 供 給０７０

０３６,２４２,４９０水 道０７１

００廃 棄 物 処 理０７２

０１,７５１,９８９,５８７商 業０７３



確率変動を含む産業連関表分析に関する考察　　（寒河江）

－３９７－

病院来訪者の消費学生の消費産業（１０７分類）コード

００金 融 ・ 保 険０７４

００不 動 産 仲 介 及 び 賃 貸０７５

０２５３,６９７,４３０住 宅 賃 貸 料０７６

００住 宅 賃 貸 料（ 帰 属 家 賃 ）０７７

２８３,９３２,３７８２４０,８０９,８９８鉄 道 輸 送０７８

２８３,９３２,３７８２４０,８０９,８９８道 路 輸 送０７９

００水 運０８０

００航 空 輸 送０８１

００貨 物 利 用 運 送０８２

００倉 庫０８３

００運 輸 付 帯 サ ー ビ ス０８４

０１,０７４,０９４,１２７通 信０８５

００放 送０８６

００情 報 サ ー ビ ス０８７

００インターネット附随サービス０８８

００映 像 ・ 文 字 情 報 制 作０８９

００公 務０９０

００教 育０９１

００研 究０９２

０３４５,３７０,４５６医 療 ・ 保 健０９３

００社 会 保 障０９４

００介 護０９５

００そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス０９６

００広 告０９７

００物 品 賃 貸 サ ー ビ ス０９８

００自 動 車 ・ 機 械 修 理０９９

００その他の対事業所サービス１００

０７６４,６６６,００２娯 楽 サ ー ビ ス１０１

０４３７,９９７,３９７飲 食 店１０２

００宿 泊 業１０３

００洗濯・理容・美容・浴場業１０４

０７６４,６６６,００２そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス１０５

０２９６,２４８,９９８事 務 用 品１０６

００分 類 不 明１０７

８,１４６,９７３,１８９１０,７３８,０４０,４００内 生 部 門 計１０８

付表５　学生の消費・大学病院来訪者の消費の最終需要額（市内・県内）
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－３９８－

学会来訪者の消費オープンキャンパス・受験者の消費産業（１０７分類）コード

００耕 種 農 業００１

００畜 産００２

００農 業 サ ー ビ ス００３

００林 業００４

００漁 業００５

００金 属 鉱 物００６

００非 金 属 鉱 物００７

００石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス００８

３６,２１８,１４６１１,１５１,５１１食 料 品００９

４,４０４,３５２１１,１５１,５１１飲 料０１０

００飼料・有機質肥料（除別掲）０１１

００た ば こ０１２

００繊 維 工 業 製 品０１３

００衣服・その他の繊維既製品０１４

００製 材 ・ 木 製 品０１５

００家 具 ・ 装 備 品０１６

００パルプ・紙・板紙・加工紙０１７

００紙 加 工 品０１８

００印 刷 ・ 製 版 ・ 製 本０１９

００化 学 肥 料０２０

００無 機 化 学 工 業 製 品０２１

００石 油 化 学 基 礎 製 品０２２

００
有 機 化 学 工 業 製 品

（ 除 石 油 化 学 基 礎 製 品 ）
０２３

００合 成 樹 脂０２４

００化 学 繊 維０２５

００医 薬 品０２６

００化学最終製品（除医薬品）０２７

００石 油 製 品０２８

００石 炭 製 品０２９

００プ ラ ス チ ッ ク 製 品０３０

００ゴ ム 製 品０３１

００な め し 革 ・ 毛 皮 ・ 同 製 品０３２

００ガ ラ ス ・ ガ ラ ス 製 品０３３

００セ メ ン ト ・ セ メ ン ト 製 品０３４

００陶 磁 器０３５

００そ の 他 の 窯 業 ・ 土 石 製 品０３６



確率変動を含む産業連関表分析に関する考察　　（寒河江）

－３９９－

学会来訪者の消費オープンキャンパス・受験者の消費産業（１０７分類）コード

００銑 鉄 ・ 粗 鋼０３７

００鋼 材０３８

００鋳 鍛 造 品０３９

００そ の 他 の 鉄 鋼 製 品０４０

００非 鉄 金 属 製 錬 ・ 精 製０４１

００非 鉄 金 属 加 工 製 品０４２

００建 設 ・ 建 築 用 金 属 製 品０４３

００そ の 他 の 金 属 製 品０４４

００一 般 産 業 機 械０４５

００特 殊 産 業 機 械０４６

００その他の一般機械器具及び部品０４７

００事 務 用 ・ サ ー ビ ス 用 機 器０４８

００産 業 用 電 気 機 器０４９

００電子応用装置・電気計測器０５０

００そ の 他 の 電 気 機 器０５１

００民 生 用 電 気 機 器０５２

００通 信 機 械 ・ 同 関 連 機 器０５３

００電 子 計 算 機 ・ 同 付 属 装 置０５４

００半 導 体 素 子 ・ 集 積 回 路０５５

００そ の 他 の 電 子 部 品０５６

００乗 用 車０５７

００そ の 他 の 自 動 車０５８

００自 動 車 部 品 ・ 同 付 属 品０５９

００船 舶 ・ 同 修 理０６０

００その他の輸送機械・同修理０６１

００精 密 機 械０６２

１０,６０４,５９８０そ の 他 の 製 造 工 業 製 品０６３

００再 生 資 源 回 収 ・ 加 工 処 理０６４

００建 築０６５

００建 設 補 修０６６

００公 共 事 業０６７

００そ の 他 の 土 木 建 設０６８

００電 力０６９

００ガ ス ・ 熱 供 給０７０

００水 道０７１

００廃 棄 物 処 理０７２

００商 業０７３
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－４００－

学会来訪者の消費オープンキャンパス・受験者の消費産業（１０７分類）コード

００金 融 ・ 保 険０７４

００不 動 産 仲 介 及 び 賃 貸０７５

００住 宅 賃 貸 料０７６

００住 宅 賃 貸 料（ 帰 属 家 賃 ）０７７

１０,００４,７８７８４,４８８,８２０鉄 道 輸 送０７８

５,８７７,０３４８４,４８８,８２０道 路 輸 送０７９

００水 運０８０

００航 空 輸 送０８１

４,１２７,７５３０貨 物 利 用 運 送０８２

００倉 庫０８３

００運 輸 付 帯 サ ー ビ ス０８４

００通 信０８５

００放 送０８６

００情 報 サ ー ビ ス０８７

００インターネット附随サービス０８８

００映 像 ・ 文 字 情 報 制 作０８９

００公 務０９０

００教 育０９１

００研 究０９２

００医 療 ・ 保 健０９３

００社 会 保 障０９４

００介 護０９５

００そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス０９６

００広 告０９７

００物 品 賃 貸 サ ー ビ ス０９８

００自 動 車 ・ 機 械 修 理０９９

００その他の対事業所サービス１００

００娯 楽 サ ー ビ ス１０１

３４,３６１,３７２８９,２１２,０９１飲 食 店１０２

７９,２７８,３４４８５,３０２,９３４宿 泊 業１０３

９１,７８１,９６７０洗濯・理容・美容・浴場業１０４

００そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス１０５

８,５９０,３４３０事 務 用 品１０６

００分 類 不 明１０７

２８５,２４８,６９７３６５,７９５,６８６内 生 部 門 計１０８

付表６　大学来訪者の消費の最終需要額


